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 研究要旨  

  COVID-19 パンデミックに対しての対応、システム、ツールについて評価を行った。即席で作成され

たシステムはいずれも期待された機能を発揮出来ず、混乱に拍車をかけた。これに対して地方で開発さ

れたシステムはそれぞれの地域の実情に合わせて開発されており、過去にパンデミックプランとして準

備していたシステム FFHS も同様に機能したものと思われた。これまでインフルエンザについて検討し

てきた国立病院機構の電子カルテデータベースである NCDA は COVID-19 の評価にも使用出来ること

が判明し、実際に COVID-19 の重症度、医療体制への負荷に関するデータを継続的に厚生労働省にデー

タ提供を行った。これらのデータは茨城県の実際のフィールドデータによって裏打ちされた。一方参加

医療機関の外来における急性上気道炎症例におけるインフルエンザ陽性率、SARS-CoV-2 陽性率も算出

出来ることがわかり、定点による ILI サーベイランスとしても機能することを示した。これらを含めて

NCDA データは感染症発生動向調査、地域の医療現場での状況とも一致し、システム的にも、今後他の

医療機関へも拡張出来る可能性が示唆された。今後抗ウイルス薬のデータを揃えていくことによって、

インフルエンザの季節性流行について包括的に評価できると考えられる。世界における COVID-19 ワク

チン戦略について、Web-base で調査を行い、それぞれの戦略や手法を評価した。日本は種々の原因によ

りワクチン接種は遅れたが、明確な戦略と接種順位の整合性についても一貫した透明性のある議論が必

要と考えられた。 
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Ａ．研究目的 

 2009 年のパンデミック後の新型インフルエン

ザ対策総括委員会での事後評価では、重症度に応

じた柔軟な対策ができなかったことが挙げられ、



その後新型インフルエンザ等対策特別措置法の制

定に伴い、地域ごとの Risk assessment に基づいた

対応方針とされた。2020 年初頭、世界は新型コロ

ナウイルス感染症（以下 COVID-19）のパンデミ

ックに見舞われ、あらためてパンデミック対応の

重要性が浮き彫りになっている。  

 我々は、これまでに、2009 年の新型インフルエ

ンザの教訓を元に、初期の患者情報の収集、パン

デミック進展時のリスクアセスメントのためのサ

ーベイランスと評価手法のプロトタイプを開発し

た。また、抗インフルエンザウイルス薬やワクチ

ンの備蓄について、最新の情報を評価して政策に

反映させてきた。しかしながら、今般パンデミッ

クを起こしたのは、コロナウイルスであった。こ

れまでパンデミック対策はインフルエンザのみを

対象として進められてきたものの、危機管理とそ

の感染対策は基本的に同じものである。しかしな

がら、今般の COVID-19 に際しては、初期情報の

収集には多大な負担と混乱が生じ、その後のリス

クアセスメントと感染対策にもいろいろな課題が

挙げられている。これまでに準備してきたパンデ

ミック対策はなぜ機能しなかったのであろうか。 

 今般、現状の COVID-19 に対する対策をあらた

めて客観的に評価し、短期的に改善出来るところ

は改善に結びつけ、中期的にもより良い対応の方

向性を検討する。これまで準備してきた対策につ

いて、基本にしたがって COVID-19 に対応出来る

ように改変して、現状の対策に貢献することを第

二の目的とする。⾧期的には今後の新興感染症、

特にヒト-ヒト感染を起こす感染症のパンデミッ

クに備えた方策を提言したい。 

 本研究は、第一に、パンデミック発生初期の情

報システムについて、これまでに準備してきた基

板、そして今回のパンデミックのために急ごしら

えで構築された各種情報システムに関する情報の

収集と多角的な分析を行う。また、国のシステム

が機能しなかった時期に各地方自治体が作成した

システムに加えて、システムを扱う地方自治体や

保健所の抱えた課題を整理し、現場負担の軽減と

効率的な情報集約に向けた施策の検討を目指した。

また、昨年度に検討を開始した携帯電話のもつ位

置情報を使用した接触者の把握について、政府が

導入した接触確認アプリ COCOA の課題について

整理した。第二に、COVID-19 パンデミックの進

展とともに変化する疫学状況や重症度とインパク

トを継続して評価するために、これまでインフル

エンザを評価してきた国立病院機構診療情報集積

基盤（National Hospital Organization Clinical Data 

Archive; NCDA）についてデータ抽出方法を変更

し、急性肺炎、インフルエンザ、そして COVID-

19 についてのデータが抽出出来るように仕様を

変更し、COVID-19 の疫学的評価を行う。一方で

は、重症度とインパクトを継続して評価するため

のシステムの開発を行い、分析結果の持続的な提

供体制を整えることを実務的目的とした。第三に、

日本で備蓄している抗ウイルス薬の現状評価と改

善、特に冬季の COVID-19 とインフルエンザの同

時流行に備えて抗ウイルス薬の使用状況を評価し

ていく。最後に COVID-19 についても切り札と考

えられるワクチン戦略について、日本における効

率的なワクチン戦略と接種プログラムの参考とす

るべく、世界におけるワクチン開発の枠組みと現

状、国際的なワクチンの公平な分配への取り組み、

米国及び英国におけるワクチン確保と市民への接

種戦略について情報収集、分析した。 

 

Ｂ．研究方法 

 本研究の目的を達成するために、以下のように

分担して研究を進めた。 

 パンデミック対応における国内患者発生早期の

情報集約体制に関する検討について、公開情報よ

り国ならびに地方自治体の情報収集システムの開

発、利用情報を収集し、その内容と機能の評価、

分析を行った。その一環として、感染症危機管理

における情報管理の専門家として、北海道内の公

衆衛生当局への支援を行い、現場視察を踏まえて



地方自治体や保健所のパンデミック対応における

情報管理体制の情報収集と分析を行った。また、

過去に地方自治体と感染研との間で綿密なシミュ

レーションを重ねて設計した情報共有手法 FFHS

の有用性の検討を行った。 

 NHO Clinical Data Archive（NCDA）を利用し

たインフルエンザ、COVID-19、急性肺炎の重症度

と医療機関への負荷の評価について、COVID-19

の電子カルテサーベイランス必要なデータについ

て規定し、NHO 本部診療情報分析部の分担研究

者及びシステムエンジニアによってデータ抽出が

行われ、個人が特定される情報は削除された状態

で研究代表者、研究分担者に提供された。2017 年

1 月 1 日から 2020 年 9 月 30 日までの期間におけ

る、病名から抽出したインフルエンザ、COVID-19、

急性肺炎の患者について、患者数、病床占有率、

患者の年齢、酸素療法割合、人工呼吸器使用割合、

CT/MRI 検査割合、死亡退院割合などの指標を算

出し、それぞれの重症度とインパクトを評価した。

これらデータベースによる解析は実際の医療現場

での状況とも比較検討出来るように、茨城県の患

者データ解析を並行して行った。特にインフルエ

ンザとの同時流行については国立感染症研究所の

分担研究者により発生動向調査データとの比較検

討が行われた。 

 また、NCDA を利用した COVID-19 データ抽

出、解析においてはこのようなデータをリアルタ

イム（前日・前週等の情報を想定）で必要として

いる感染症政策の決定者や感染症動向の評価者に

提供できるシステム開発を行った。NCDA を前提

に実現する情報収集体制を NHO に限らない形で

の収集が可能となるようシステムの変更・拡充に

ついて検討及び整備計画の策定を行い、実現に向

けた課題を整理した。 

 新型インフルエンザ対策として備蓄されている

抗インフルエンザウイルス薬の使用量については、

冬季の COVID-19 との同時流行をモニターする

上でも、備蓄薬剤の種類を検討する上でも重要で

ある。三重大学からの分担研究者は、このためレ

セプト情報・特定健診等情報データベース（NDB）

および販売量データを用いて、季節性インフルエ

ンザにおける抗インフルエンザウイルス薬の使用

動向を把握するとともに、各薬剤の平均投与量・

投与日数については、IQVIA Claims データ（健康

保険組合の保険者レセプトデータ）を用いて検討

を行った。 

 COVID-19 ワクチンについての情報収集は大東

文化大学の分担研究者によってインターネットを

用いて行なった。国際的な枠組みとしては、WHO

の ACT-アクセラレーター、COVAX、SAGE のコ

ロナワクチンワーキングループを中心に調査を行

い、国家的なワクチン戦略については、実際に先

行した英国と米国の情報を収集、評価した。 

（倫理面への配慮） 

 今般の研究で用いられるデータには、基本的に

個人情報は全く含まれておらず倫理的な問題は生

じない。NCDA は電子カルテデータネットワーク

から作成されたデータベースであり、基本的に個

人情報は含まれておらず、すべて ID に置き換え

られている。また、高度セキュリティのデータ管

理室の中での作業により抽出されたデータはすべ

て ID が削除され、個人を特定することは全く不

可能になっている。これらの解析は国立病院機構

本部の特定の場所の特定の PC でのみ作業が許さ

れ、解析した集計ファイルのみが、管理者の確認

を経て外部持ち出しが可能となる。 

 

Ｃ．研究結果 

 患者情報システムとして政府が開発した HER-

SYS は、保健所と医療機関へと負担を強いて導入

され、運用されながらも、全国患者数の迅速な情

報共有には寄与しなかった。また、医療機関から

のウェブ報告も一般化はしておらず、保健所から

の発生報告も、ウェブでの報告ではなく個票を厚

労省が代行入力したうえでカバー率を上げている

ものとされている。多大なコストを掛けて集積し



たデータも、データ提供側に対して有効なフィー

ドバックが行われず、パンデミックが 1 年経過し

たころにやっと国レベルでの解析に使用されるよ

うになった。一方、多くの自治体では、パンデミ

ック当初より、自助努力として情報集約や業務改

善のために、システムの開発が進み，感染症対策

において重要な役割を果たすものもあった。つま

り、パンデミック対策における情報ニーズは地域

毎に異なったため、地方自治体側は、現場に生じ

る問題点を情報システムにより解決するアプロー

チを取った。接触確認アプリ COCOA は、その開

発経緯から、政府の不透明な意思決定が指摘され

ていたが、導入においてもトラブルが頻発したう

え、ある程度普及するに至った後にシステムが機

能していなかったことが判明する等、問題続きの

システムとなった。そもそも、COCOA が利用す

る Bluetooth を用いた接触確認は、技術的にはい

ろいろな課題があり、同分担研究者がこれまでに

検討してきた技術をつかった CIRCLE 法の有用性

が認められたため、他の枠組みにて開発を進める

とともに、COCOA についても他の枠組みにおい

て技術的な評価を行った。パンデミック対策用情

報システムは、検索エンジン等を使って、2020 年

1 月から 2021 年 3 月までに提供を開始した 561

件の新たな情報システムをレジストリ化し、その

傾向を分析した。感染状況の可視化を目的とした

個人向けのシステムの開発が盛んに行われていた

が、その開発状況からは、今後行政情報のオープ

ンデータ化の促進を通じた情報提供の改善が望ま

れた。 

 NCDA データベースは、NHO の 67 病院が参

加、約 50,000 床、年間実患者数約 90 万人のデー

タベースであり、診療日翌日には本部のデータベ

ースに検査値や投薬の情報を含む診療データが届

くことになっている。急性肺炎、インフルエンザ、

COVID-19 の重症度や医療負荷のための指標が算

出出来るように、週単位でデータ抽出を行い、

COVID-19 の新規入院患者数、在院患者数、在院

日数、入院症例における死亡退院割合、それぞれ

の年齢群別分析、投薬内容、重症病床使用状況、

外来におけるコロナ様・インフルエンザ様症候群

例数（CLI/ILI）と SARS-CoV-2 陽性率、インフル

エンザ陽性率等などを解析し、流行状況、重症度、

および医療負荷を評価した。また、定期的なデー

タ抽出が可能になった時点より、データを厚生労

働省に週単位で提供できた。これらのデータ解析

を通して、継続的にデータが抽出できる環境構築

ができた。また、NCDA の他組織のデータ受け入

れの可能性について POC として AWS への移植

を行うことができることがわかった。実際のデー

タ解析では、2020 年 1 月 12 日～2021 年 2 月 28

日までの間に 5,747 例の COVID-19 入院例と

5,426 例の退院があり、入院患者における致命率

は、月ごとの入院例で集計時点までに退院した症

例数の中の死亡退院割合として計算し、2020 年 4

月入院例で 3.69％、7 月入院症例で 4.00％、2021

年 1 月 3.99％と、入院患者数のピークと一致して

高くなっている。一方、外来患者におけるコロナ

様疾患（急性上気道炎症例）数は 2020 年 10 月 18

日～2 月 28 日の間では、平均すると 1 週間に

111,223 例の外来患者中 3,736 例でみられ、この

なかで SARS-CoV-2 が検査陽性（PCR、抗原定量・

定性のいずれかで陽性を含む）となったのは、平

均 85.3 例（15-220 例）で、週の平均陽性率は 2.15％

であったが、12 月 27 日に始まる週が 4.60％と最

大であった。これらは、感染症法に基づく発生動

向調査データとも一致していた。茨城県における

実際の医療現場でのデータからは、第三波の全

COVID-19 陽性患者 6003 例のうち重症者は 98 例、

全陽性者中の 1.63％であった。重症患者生存患者

の重症化病日（発症から気管挿管までの期間）と

挿管日数をグラフ化し、重症化病日を 3 群（1-5 日

群、6-14 日群、15-20 日群）に分けて解析したと

ころ、1-5 日群で死亡率が高い傾向にあった。 

 抗ウイルス薬について、①NDB オープンデータ

（2014 年度から 2018 年度）、②販売量データ



（2014 年 4 月～2019 年 3 月）、③2018 年 10 月～

2019 年 9 月（12 か月間）の IQVIA Claims デー

タ（健康保険組合の保険者レセプトデータ）を使

用して検討を行った。5 シーズンを通じて、４種類

のノイラミニダーゼ阻害剤の使用割合については

概ね傾向は変わらないものの、2014-2015 年度と

比較し、2016-2017 年度において、タミフルの使

用割合が低下し、イナビルの使用割合が増加して

いる傾向を認めた。2018 年度に初めて NDB に公

開されたゾフルーザは、抗インフルエンザ薬の処

方の 37%を占めており、その結果、イナビルの使

用割合は 2017 年度と比較して半減し、タミフルの

使用割合も低下傾向を示した。 

 ワクチン接種プログラムを戦略的に構築するた

めには、目的と優先順位の議論は欠かせない。

WHO は、SAGE のワーキンググループが、モデ

リングを用いた優先順位と効果的なプログラム構

築のためのツールを開発提供している。米国及び

英国では、予防接種の目的が死亡、重症の予防、

基本的公共機能（特に医療公衆衛生）の維持とさ

れており、高齢者や医療従事者、エッセンシャル

ワーカーといった優先順位と合理的に整合してい

る。一方、日本では、その目的を「死亡者や重症者

の発生をできる限り減らし、『結果として新型コロ

ナウイルス感染症のまん延の防止を図る』」として

おり、優先順位が医療従事者と高齢者のみとする

優先順位と目的の後半部分が整合していない。目

的と優先順位の整合性は、接種計画の根本である

ため、一貫した議論が必要と考えられた。 

 

Ｄ．考察 

 COVID-19 によるパンデミックが始まって 1 年

以上経過した現在日本は 3 回目の緊急事態宣言下

にあるが、まだ顕著な効果はみられていない。過

去、パンデミックのために準備してきたことは、

ほとんど稼働せず、かつ、泥縄的に作成したツー

ルの多くは現場を混乱させただけであった。平常

時に出来ないことは、緊急時にはできないという

こ と は 、 過 去 2003 年 の SARS 、 2009 年 の

A/H1N1pdm09 のパンデミックの際に学んだはず

であった。 

 今般、課題評価委員会から指示された日本にお

ける COVID-19 対応に つい て、 HER-SYS や

COCOA などを含めて初期対応状況について評価

を行った。各分担研究者は詳細な成果を挙げてい

るが、奥村分担者は、HER-SYS と COCOA の評

価を行い、いずれも期待された機能を果たせず、

現場の混乱を助⾧しただけであった。HER-SYS は

1 年余ののち、データ収集ツールとしての機能は

稼働しているが、フィードバック、あるいは当初

期待された疫学調査補助ツールとしては全く機能

していない。COCOA は依然として十分に活用さ

れていない。一方、これまでにパンデミックの準

備として作成してきたツールはいずれも実効性が

評価され、他の枠組みで実用化が進んでいる。全

国レベルでのサーベイランスとレジストリとを混

同させた HER-SYS の設計よりも、FFHS の設計が

合理的であったと考えられた。自治体においては、

業務改善のために、また情報共有のために、多く

のシステムが開発されていたが、いずれも現場の

ニーズを反映して作成されたものであった。 

 本来サーベイランスや感染症対策のための電子

システムというのは、現場の業務をいかに支援す

るかをもとに開発されるべきものであり、そのな

かで公衆衛生当局への報告体制を考慮するもので

ある。過去のパンデミックプランで開発されたも

のは、そのような手順を踏んだものであったが、

今般の危機に際して急遽作成されたものは、上意

下達式であり、基本を無視したシステムであった

ことが、その後の不具合につながっているものと

思われた。 

 研究面では、HER-SYS については、行政情報シ

ステムとしての評価を行い、論文化を行うことが

できた。一方で、公衆衛生施策としての評価は進

んでいない。たとえば、HER-SYS にどれくらいの

どれくらいの早さでデータが集まり、また、どれ



くらいのデータが集まらなかったかといった点に

ついては、解析に必要なデータの利用が困難であ

る。今後のことを考えると、多角的な「通知簿」の

作成と、匿名の利用者評価、関係者を招いたシン

ポジウムの開催等、教訓化に向けた取り組みを進

める必要がある。 

 一方では、今回パンデミックにおいて「政府が

行ったこと」の評価に加えて、「政府が行わなかっ

たこと」の評価も欠かせない。感染症対策の基本

はサーベイランスであり、今般先進工業国では、

明確なサーベイランス戦略が立てられ、それぞれ

の目的に応じた複数のサーベイランスが走ってい

る。日本においては残念ながら、個別症例報告だ

けであり、詳しい疫学情報やインパクトの評価は

行われていない。 

 我々はこれまでに国立病院機構の電子カルテデ

ータベースである NCDA によって、インフルエン

ザの臨床的な重症度とともに医療機関への負荷を

評価してきた。今般急遽、抽出条件を検討して、

COVID-19 患者の情報を抽出出来るように改変し、

重症度や医療負荷を評価出来るようになった。継

続的に入院患者死亡率や人工呼吸器使用率が評価

出来、ICU の使用状況が集計出来るようになり、

これにより継続的に厚生労働省にデータを提供で

きた。このデータベースを支える一つの医療機関

である、水戸医療センターの研究分担者により、

現場の状況がまとめられており、データベースか

らは評価出来ない部分の評価が行われている。

NCDA のデータは、業務上入力されているデータ

が使用されており、感染症法に基づくサーベイラ

ンスとは異なり、なんら医療機関や行政機関に追

加負担は生じないため、今後は参加医療機関を拡

張し、持続的なシステムにしていくことが必要で

あり、これについては、国立木病院機構本部の研

究分担者により、基礎的な検討が行われ、今後の

継続が期待される。 

 冬季には COVID-19 とインフルエンザの同時

流行が懸念されたため、上述の NCDA からは外来

における上気道炎症状を来す患者でのインフルエ

ンザ陽性率と SARS-CoV-2 陽性率を算出した。ま

た、国立感染症研究所の研究分担者においては感

染症発生動向調査データからインフルエンザの流

行状況を評価した。一方では研究代表者は既存の

インフルエンザ定点サーベイランスに附加して

Corona-Like-Illness (CLI）サーベイランスを行っ

た。いずれのデータからもインフルエンザの流行

はほとんどなかった。NCDA のデータは国家的規

模での ILI/CLI サーベイランスを行うことができ

ることも判明した。 

 インフルエンザの流行の評価に使用出できるデ

ータとして抗インフルエンザウイルス薬の使用状

況がある。三重大学の研究分担研究者は、これま

での抗ウイルス薬の使用状況の検討から、これま

での成果をまとめ、NCDA からのデータ解析の準

備を行った。2019/20 シーズンと 2020/21 シーズ

ン に お け る 使 用 状 況 が 利 用 可 能 に な る と 、

COVID-19 のパンデミック中の状況がより詳しく

解析出来るものと考えられる。 

 COVIDʷ19 パンデミック対策において、ワク

チンは根本的なツールである。日本では研究・開

発、そして政府の支援の不十分さもあって、迅速

に COVID-19 ワクチンを開発することはできず、

輸入に頼ったところから、その接種は先進国の中

では遅れた。また、英国などでは 1 回接種を可能

な限り多くの方に行うという戦略が取られたが、

日本では十分な戦略的な議論が行われたのであろ

うか。研究・開発・実用化・確保・運用などを危機

管理中に推進するためには、平時からの仕組みづ

くりや国際連携への積極的な関与が必要である。

国内の接種プログラムの構築においては、ワクチ

ンの効果と限界、日本の接種制度の特徴を慎重に

検討した上で、ワクチン接種の目的、優先順位、

運用を戦略的に構築する必要がある。 

 

Ｅ．結論 

 これまでパンデミックに対する国家的な準備を



進めてきたにもかかわらず、COVID-19 の混乱の

なか、それらは有効に活用されず、急遽開発され

た種々のツールは期待されたような機能を発揮出

来ず、最低限の稼働状態に至るまでに 1 年かかっ

た。Crisis Management の本質は Command and 

Control であり、これが機能しなかったためこれま

での試算が有効に活用されなかったものと思われ

る。平常時にできていないことが、危機発生時に

できるわけでもなく、このために、これまで準備

してきたものであるが、実際の実行体制というも

のができていなかったということが大きいと考え

られた。今後も現場第一に考えた体制を平常時か

ら準備すべく、今回の経験を活かしていく必要が

ある。 
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